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本書の作成にあたり、令和 6 年の「永吉ダム地区水力発電所 概略設計業務報告書」（以

下、R6 報告書とする）を参照した。 

 

1. 【レイアウト検討】 

下図の様に、左岸案と右岸案を検討した。 

 

図 1 レイアウト比較（R6 報告書をもとに作成） 
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左岸案と右岸案を比較すると、以下の様になる。 

左岸案の方が優位だと考えられる（建設コストが安く、ダム・河川管理者との協議の難易度も低い為）。 

 

 左岸案 右岸案 

管ルート 
 敷地が一部狭いが、管を河川横断させる必要が無

い為、右岸よりは工事が容易。 

 管を河川横断させる為に水管橋が 2 か所必要な

分、建設コストが高くなる。 

建屋候補地 

 建屋の地盤高＝約 97m（地形図から推定）。 

 右岸よりも地盤が低い分、放水位＝95m にする為

の掘削が浅く済む。ただし、敷地の地下に農業用

水の埋設管がある為、干渉しないか検討が必要。 

 既存護岸はおそらく自然護岸の為、護岸の工事は

容易。 

 建屋の地盤高＝約 99m（R6 報告書より）。 

 R6 報告書の放水位＝95m であり、約 6m の掘削が

必要。 

 既存護岸の裏をほぼ全て掘削し、護岸コンクリー

トに穴あけが必要な為、河川管理者の許可が下り

るか協議が必要。 

※放水位（水車の設置標高）は、河川の洪水位より高い必要がある為、放水位＝95m にできるかは検討が必要。 

高圧電柱までの距離 約 120m（最寄りの高圧電柱は川の対岸にある） 約 100m 

作業道 
バックホウが通れる道はある。作業道として整備すれ

ば、工事車両も通れるようになる。 

工事車両のアクセスが容易。 
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 発電用水圧管の分岐地点は、放流管の手動弁と維持放流バルブの間が良いと思われる。工事期間中のみ手動弁を閉めて、水を 1 号主ゲー

トか 2 号主ゲートから放流できれば、分岐地点に水が無い状態で工事が可能である。 

 

 

図 2 分岐箇所図面（R6 報告書をもとに作成）

発電用に分岐 
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 左岸案のレイアウトイメージを以下に示す。 
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  右岸案のレイアウトイメージを以下に示す。 

 

 

図 3 右岸案建屋図面（R6 報告書より抜粋） 
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左岸案・右岸案に共通する課題は、以下の通り。 

 

 小水力発電を行うにあたり、ゴミが水車に流入すると破損の原因になる為、ダムの取

水施設にあるスクリーンを現状より網が細かい物に改修する必要があると思われる。 

 

 現在は、年間の放流量の全て（河川維持流量も含む）を既存の放流管から放水してい

る。これを全て発電用に取水する場合、放水地点が現況よりも約 80m 下流になり、

その間が減水区間になるが、それが可能かダム管理者・河川管理者と協議が必要。 

 

 既存の放流管から発電用の水圧管を分岐させる為に、放流管やバルブ室のコンクリー

ト等の一部改修が必要。管の分岐地点を図 2 の手動弁と維持放流バルブの間とし、工

事期間中のみ手動弁を閉めて、水を 1 号主ゲートか 2 号主ゲートから放流できれば、

分岐箇所に水が無い状態で工事が可能だが、ダム管理者との協議が必要。それが難し

い場合は、不断水工法となり工事費が高額になる。流量計への干渉も考慮が必要。 

 

 ダム管理者が放流量（＝発電用水）をコントロールできる構造とする必要がある。 
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R6 報告書において、ダムの貯水位および放流量のデータから、流量 0.360m3/s、有効

落差 29m、最大出力 78kW、年間有効発電電力量 262,126kWh と試算されている。売電

単価を 18 円/kWh と仮定した時の年間売電額は約 472 万円になる。 

 

2. 【水車可動範囲・効率について】 

 水車は、流量と落差の条件から、R6 報告書と同様に「クロスフロー水車」が良い。

ガイドベーン操作によって流量変動にも対応でき、構造が簡単で安価である。 

 水車の稼働範囲について、R6 報告書（図 4）では２セルのクロスフロー水車を前提

とし、10%～100%流量まで発電可能として試算しているが、一般的なクロスフロー

水車の稼働範囲は 30%～100%流量である。また、水車効率×発電機効率を最大約

76%として計算しているが、実際はその他機器の効率も含めた総合効率で発電出力を

計算する必要がある為、効率は少し下がると考えられ、再検討が必要である。 

 

図 4 水車可動範囲と効率（R6 報告書より抜粋） 
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3. 【発電出力について】 

 

 低圧連系の最大出力 49.9kW に必要な流量は、総合効率 76%の場合 0.231m3/s、仮に

総合効率 64%の場合 0.274m3/s である。 

（9.8×0.231m3/s×29m×76%＝49.9kW。 9.8×0.274m3/s×29m×64%＝49.9kW） 

 高圧連系（50kW 以上）になるには、流量が 0.231～0.274m3/s 以上必要である。しか

し、表 1 のダム放流量を見ると、必要流量が確保できるのは年間で 95 日前後しか無

い為、低圧連系にして最大出力を 50kW 未満にした方が機器のコストが抑えられ、採

算性が良くなる可能性もある。高圧と低圧それぞれのイニシャル・ランニングコスト

と売電収益の比較検討が必要。 

 1 年間の内、放流量が最低（0.040m3/s）の期間は流量不足で発電できない可能性があ

り、その場合 1 年間の内 100 日前後は発電が停止することになる。 

 

表 1 永吉ダム放流量（R6 報告書より抜粋） 

 

 

 

以上より、R6 報告書の試算値（年間発電電力量 262,126kWh。売電単価 18 円/kWh の

時の年間売電額約 472 万円）よりも下がると考えられる。 

特に、低圧連系にして最大出力を 50kW 未満にする場合はさらに下がる事になり、おお

まかに概算すると、年間発電電力量は R6 報告書の 7 割程度（183,488kWh。売電単価 18

円/kWh の時の年間売電額約 330 万円）になると推測する。 
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4. 【年間経費について】 

 年間経費は、表 2 の項目に加えて、以下も必要となる。 

 発電側課金（kW と kWh に応じて算出。年間 10 万円程度） 

 発電所の電気代、通信代（年間 10 万円程度） 

 ダム水路主任技術者費用（外部委託する場合） 

 支払利息 

 減価償却費 

 これらを含めると、年間経費は 300 万円前後はかかると想定される。 

 

表 2 年間経費（R6 報告書より抜粋） 

 

 

5. 【採算性について】 

一般的な小水力発電事業では、単純回収年数（建設費÷年間売電額）が 8 年程度以内に

収まる建設費を、採算性の目安（限度額）とみなす場合がある。 

 

 建設費の 3/4 が補助金、1/4 が自己負担とすると、以下が建設限度額の目安である。 

・年間売電額が 472 万円の場合：自己負担 3776 万円、建設総額約 1 億 5100 万円が上限 

・年間売電額が 330 万円の場合：自己負担 2640 万円、建設総額約 1 億 560 万円が上限 

 

 R6 報告書では、右岸案で建設費が 2 億円と試算されている。左岸案の方が建設費は下

がると思われるが、特に土木工事費は設計・積算をしてみないと算出できない。物価高騰

している中で、建設限度額以内に工事費を抑える事は難しいと思われる。 

 

以上より、小水力発電事業単体では採算性を確保できないのではないかと考えられる。

実施可能性を上げる為には、建設費と年間経費をいかに安く抑えられるかが課題となる。 


